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（８）連結財務諸表に関する注記事項

  ①連結損益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項

（連結損益計算書関係）
平成24年度平成23年度

ＬＳＩ事業の製造能力最適化に向けた構
造改革の一環として、前工程製造工場の
1つである岩手工場の㈱デンソーへの譲
渡決定により、工場売却に係る減損損失
及び従業員の転社に伴う一時費用等
5,992百万円を計上しております。ま
た、オーディオ・ナビゲーション事業に
おいて、コスト競争力強化のための生産
体制再編に伴い国内工場の人員再配置に
係る費用等5,236百万円を計上するとと
もに、海外サービス事業においても、欧
州地域や北米地域などで人員合理化に係
る費用3,971百万円を計上しておりま
す。
なお、ＬＳＩ事業及びオーディオ・ナビ
ゲーション事業に係る事業構造改善費用
には減損損失2,465百万円が含まれてお
ります。

主にＬＳＩ事業及びオーディオ・ナビ
ゲーション事業に係るものであります。
ＬＳＩ事業においては、製造能力最適化
に向け前工程製造工場の一つである岩手
工場を㈱デンソーに譲渡することを決定
したことに伴い、翌連結会計年度に譲渡
予定の資産について1,300百万円の減損
損失を計上しております。また、オー
ディオ・ナビゲーション事業において
は、所要減少に伴い生産の外部委託を進
めたオーディオ機器製造設備等について
1,165百万円の減損損失を計上しており
ます。上記のほか、売却予定の福利厚生
施設等について776百万円の減損損失を
計上しております。
なお、ＬＳＩ事業及びオーディオ・ナビ
ゲーション事業において計上した減損損
失2,465百万円は「事業構造改善費用」
に含めて計上しております。

（自　平成23年 4月 1日

　　至　平成24年 3月31日）

（自　平成24年 4月 1日

　　至　平成25年 3月31日）

 ※１．事業構造改善費用 ＬＳＩ事業の構造改革に関連し90,308百
万円（内、工場譲渡に係る損失33,146百
万円、基盤系工場の減損損失等28,685百
万円、早期退職優遇制度の実施に伴う人
員関連費用等28,477百万円）を計上して
おります。工場譲渡に係る損失の内訳
は、譲渡した岩手工場及び後工程製造拠
点に係る操業保証20,895百万円、後工程
製造拠点の譲渡に伴う人員関連費用や減
損損失等12,251百万円であります。基盤
系工場の減損損失等は、稼働率が低下し
ている三重や会津若松地区の200mmライ
ン等に係るものであります。また、海外
事業の構造改革に関連し20,074百万円を
計上しております。主に欧州子会社
Fujitsu Technology Solutions
（Holding）B.V.に係る人員関連費用で
あります。このほか、その他の事業で
5,839百万円を計上しております。主に
国内での幹部社員（管理職）向け早期退
職優遇制度の実施に伴う人員関連費用で
あります。
なお、事業構造改善費用にはＬＳＩ事業
等において計上した減損損失28,266百万
円が含まれております。

 ※２．減損損失 主に欧州子会社Fujitsu Technology
Solutions（Holding）B.V.ののれん等に
係るものであります。欧州地域での景気
低迷の長期化や競争激化を受けて、平成
21年4月の買収時に策定した10年間での
投資資金の回収計画が達成できない見込
みとなったため、買収に伴い計上したの
れん等の未償却残高28,049百万円につい
て減損損失を計上しております。このほ
か、国内子会社を中心に収益性の著しく
低下した事業に係る事業用資産や売却予
定の福利厚生施設等について減損損失を
計上しております。
なお、ＬＳＩ事業等において計上した減
損損失28,266百万円については「事業構
造改善費用」に含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び預金 百万円 現金及び預金 百万円 

有価証券 有価証券

満期日が3ヶ月を 満期日が3ヶ月を

超える預金及び 超える預金及び

有価証券 有価証券

短期借入金

（当座借越）

　

（追加情報）
　

平成23年度 平成24年度

202,502 

 ※３．営業活動による
　　　 キャッシュ・フロー
　　　 その他

英国子会社Fujitsu Services Holdings
PLC（その連結子会社を含む）が有する
年金基金の財政状態を改善するために追
加拠出した特別掛金114,360百万円（800
百万スターリング・ポンド）が含まれて
おります。

　　至　平成24年 3月31日） 　　至　平成25年 3月31日）

102,463 

266,698 

△18,363 

 ※２．事業譲渡による収入 主にＬＳＩ事業の岩手工場及び後工程製
造拠点の譲渡に伴う固定資産等の売却収
入であります。

 ※１．現金及び現金同等物の
　　　 期末残高と連結貸借対
       照表に掲記されている
       科目の金額との関係

△2,054 

213,499 

60,426 

△7,227 

（自　平成23年 4月 1日 （自　平成24年 4月 1日

284,548 
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 ②セグメント情報等

【セグメント情報】

1.報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社及び連結子会社（以下、当社グループ）の構成単位のうち分離された財

務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決定及び業績評価のために、定期

的に検討を行う対象となっているものであります。　

　当社グループは、ＩＣＴ（Information and Communication Technology）分野において、各種サービス

を提供するとともに、これらを支える最先端、高性能かつ高品質のプロダクト及び電子デバイスの開発・

製造・販売から保守運用までを総合的に提供するトータルソリューションビジネスを営んでおります。当

社は、経営組織の形態、製品・サービスの特性及び販売市場の類似性に基づき、複数の事業セグメントを

集約した上で、「テクノロジーソリューション」、「ユビキタスソリューション」及び「デバイスソリュ

ーション」の3つを報告セグメントとしております。各報告セグメントの事業の管理体制並びに製品及び

サービスの種類は以下のとおりであります。

(1)テクノロジーソリューション

　プロダクト・ソフトウェア・サービスが一体となった総合的なサービスを顧客に最適な形で提供す

るため、グローバルな戦略立案やコストマネジメントなどの事業管理を推進するための製品・サービ

ス別のビジネス部門と、地域・業種別の営業部門による複合型の事業管理体制をとっております。

　当該報告セグメントは、情報通信システムの構築などを行うソリューション／ＳＩ、アウトソーシ

ングや保守サービスを中心とするインフラサービス、ＩＣＴの基盤となる、サーバやストレージシス

テムなどのシステムプロダクトと携帯電話基地局や光伝送システムなどの通信インフラを提供するネ

ットワークプロダクトにより構成されています。

(2)ユビキタスソリューション

　営業部門も含め製品別に独立した事業管理体制をとっております。

　当該報告セグメントは、当社グループが実現を目指す「ヒューマンセントリック・インテリジェン

トソサエティ」（誰もが複雑な技術や操作を意識せずに、ＩＣＴが創出する価値の恩恵を享受できる

社会）において、人や組織の行動パターンから生み出される様々な情報や知識を収集・活用するユビ

キタス端末あるいはセンサーとして、パソコン／携帯電話のほか、オーディオ・ナビゲーション機器

や移動通信機器、自動車用電子機器により構成されています。

(3)デバイスソリューション

　営業部門も含め製品別に独立した事業管理体制をとっております。

　当該報告セグメントは、最先端テクノロジーとして、デジタル家電や自動車、携帯電話、サーバな

どに搭載されるＬＳＩのほか、半導体パッケージ、電池をはじめとする電子部品により構成されてい

ます。

2.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額の算定方法

　事業セグメントの利益は、営業利益をベースとした数値であります。当社グループの資金調達（金融

費用及び金融収益を含む）及び法人税等は当社グループ全体で管理しており、事業セグメントに配分し

ておりません。

　セグメント間の取引は独立企業間価格で行っております。
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3.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報
　
平成23年度（自 平成23年4月1日 至 平成24年3月31日） （単位：百万円）

 売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売上高

又は振替高

計

 セグメント利益又は損失（△）

平成24年度（自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日） （単位：百万円）

 売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売上高

又は振替高

計

 セグメント利益又は損失（△）

(注) ｢その他｣の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ

　　 会社向け情報システム開発・ファシリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等が含まれております。

4.報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容
　（差異調整に関する事項）

(1)売上高 （単位：百万円）

 報告セグメント計

 「その他」の区分の売上高

 セグメント間取引消去他

連結損益計算書の売上高

(2)利益又は損失 （単位：百万円）

 報告セグメント計

 「その他」の区分の損失（△）

 全社費用（注）

 セグメント間取引消去他

連結損益計算書の営業利益

(注) ｢全社費用｣は、主に報告セグメントに帰属しない基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社におけるグループ経営に係る

　　　共通費用であります。

253,586 

584,700 

272,091 

△6,922 169,431 

2,890,376 972,971 483,896 4,347,243 

64,712 4,637,713 

52,002 117,278 56,478 225,758 

2,942,378 1,090,249 

180,973 9,626 △14,246 176,353 

540,374 4,573,001 

46,333 

4,757,466 

4,455,672 

301,794 48,208 

83,579 

その他
（注）

合計テクノロジー
ソリューション

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション 計

114,473 70,247 

2,934,905 1,154,282 

171,297 19,938 

515,834 

68,866 

△2,056 178,997 181,053 △10,182 

4,673,887 

合計
その他
（注）

報告セグメント

35,371 2,864,658 1,039,809 

計
デバイス

ソリューション
ユビキタス

ソリューション
テクノロジー
ソリューション

4,420,301 

報告セグメント

105,304 95,278 

△255,985 

4,381,728 

△3,403 

△2,056 

△75,929 

平成23年度

2,236 

平成23年度 平成24年度

4,467,574 

△289,892 

△6,922 

平成24年度

176,353 181,053 

18,379 4,365,622 

4,573,001 

64,712 83,579 

4,673,887 

△70,750 
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【関連情報】

1.製品及びサービスごとの情報

2.地域ごとの情報

売上高

平成23年度（自 平成23年4月1日 至 平成24年3月31日） （単位：百万円）

平成24年度（自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日） （単位：百万円）

(注) 1.売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　　 2.海外の各区分に属する主な国又は地域

(1)ＥＭＥＡ（欧州・中近東・アフリカ）･･･････イギリス、ドイツ、スペイン、フィンランド、スウェーデン

(2)米 州 ･･･････････････････････････････････米国、カナダ

(3)ＡＰＡＣ（アジア・パシフィック）・中国･･･オーストラリア、シンガポール、韓国、台湾、中国

　　 3.個別に区分して開示すべき重要な国はありません。

　　 4.(  )内は連結売上高に占める割合であります。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報】

　ＬＳＩ事業等に係る固定資産の減損損失28,266百万円を事業構造改善費用に含めて特別損失に計
上しております。また欧州子会社Fujitsu Technology Solutions（Holding）B.V.（以下、ＦＴＳ）
の買収時に計上したのれんの減損損失24,895百万円及び無形固定資産の減損損失3,154百万円を特
別損失に計上しております。当社グループの事業セグメントの利益は、営業利益をベースとした数
値であるため、事業セグメントには配分しておりません。
　なおＦＴＳに係るのれんの償却額及び未償却残高は、当社の報告セグメント上「テクノロジーソ
リューション」の利益及び資産の額に含まれております。

(    100.0%)

(     33.7%) (    100.0%)

1,498,215 4,381,728 

合計
計ＡＰＡＣ・中国

海外

(     34.2%)

ＥＭＥＡ 米州

(     65.8%) (     17.5%) (      6.6%) (     10.1%)

国内
（日本）

2,883,513 768,149 287,742 442,324 

(     66.3%) (     18.1%) (      6.4%)

809,277 

(      9.2%)

国内
（日本）

海外

2,961,478 4,467,574 1,506,096 410,224 

合計
ＥＭＥＡ 米州 ＡＰＡＣ・中国 計

286,595 

平成23年度（自 平成23年4月1日 至 平成24年3月31日） （単位：百万円）

外部顧客への売上高

平成24年度（自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日） （単位：百万円）

外部顧客への売上高

その他

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション

モバイル
ウェア

ＬＳＩ 電子部品
パソコン
／

携帯電話

サービス
システム
プラット
フォーム

テクノロジー
ソリューション

2,339,574 525,084 

テクノロジー
ソリューション

サービス
システム
プラット
フォーム

計

4,467,574 281,325 234,509 

パソコン
／

携帯電話

モバイル
ウェア

ＬＳＩ 電子部品

ユビキタス
ソリューション

779,226 260,583 

計

35,371 

2,356,780 533,596 711,468 261,503 

全社他

11,902 

全社他

16,106 228,338 18,379 255,558 

デバイス
ソリューション

4,381,728 

その他
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 ③税効果会計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：億円）

平成23年度 平成24年度

（平成24年3月31日） （平成25年3月31日）

繰延税金資産

　　繰越欠損金

　　退職給付引当金

　　減価償却超過額及び減損損失等（注）

　　未払賞与

　　たな卸資産

　　製品保証引当金

　　連結会社間内部利益

　　投資有価証券評価損

　　電子計算機買戻損失引当金

　　その他

　繰延税金資産小計

　　評価性引当額

　繰延税金資産合計

繰延税金負債

　　退職給付信託設定益

　　その他有価証券評価差額金

　　税務上の諸準備金

　　その他

　繰延税金負債合計

　繰延税金資産の純額

(注)「減価償却超過額及び減損損失等」には遊休土地に係る評価損を含めております。

5,085 

△2,745 

△1,138 

1,093 

△968 

△74 

△13 

△81 △76 

△1,188 

1,152 

2,340 

△968 

△135 

△7 

4,771 

45 

48 

80 

60 

657 

1,265 

1,689 

401 

579 

257 

△2,539 

2,232 

220 

50 

61 

82 

56 

1,371 

1,530 

409 

500 

489 
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④退職給付
1.国内制度
1）退職給付債務に関する事項 （単位：億円）

(1) 退職給付債務 (注)1
(2) 年金資産
　　（うち、退職給付信託における年金資産）
(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2) (注)1
(4）未認識数理計算上の差異
(5）未認識過去勤務債務(債務の減額) (注)2
(6）前払年金費用
(7）退職給付引当金 (3)＋(4)＋(5)＋(6) (注)1

2）退職給付費用に関する事項 （単位：億円）

(1) 勤務費用（従業員掛金控除後）
(2) 利息費用
(3）期待運用収益
(4）数理計算上の差異の費用処理額
(5）過去勤務債務の費用処理額
(6）その他 (注)3
(7）退職給付費用 (1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)
(8）退職給付制度終了に伴う損益
(9) 計（7）+（8）
(注) 1.平成23年度において「退職給付引当金」に含めておりました国内の事業構造改善に伴う割増退職金の引当額（平成23年度
　     28億円）を平成24年度より「事業構造改善引当金」に含めて表示したことに伴い、平成23年度の数値を組み替えておりま
　     す。
     2.当社及び一部の国内連結子会社が加入する富士通企業年金基金において、平成17年度に年金制度の一部改訂を行ったこと
　     により過去勤務債務（債務の減額）が発生しております。
     3.確定拠出年金への掛金支払額であります。

(平成23年度）上記の退職給付費用以外に、割増退職金69億円を費用計上しております。
(平成24年度）上記の退職給付費用以外に、割増退職金363億円を費用計上しております。

3）退職給付債務の計算の基礎に関する事項

    割引率
　     期首時点の計算で適用した割引率は2.5％でありましたが、期末時点において再検討を行った結果、割引率の変更により
　     退職給付債務の額に重要な影響を及ぼすと判断し、割引率を1.7％に変更しております。

2.海外制度
1）退職給付債務に関する事項 （単位：億円）

(1) 退職給付債務
(2) 年金資産
(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2)
(4）未認識数理計算上の差異 (注)1
(5）前払年金費用
(6）退職給付引当金 (3)＋(4)＋(5)

2）退職給付費用に関する事項 （単位：億円）

(1) 勤務費用（従業員掛金控除後）
(2) 利息費用
(3）期待運用収益
(4）数理計算上の差異の費用処理額 (注)1
(5）過去勤務債務の費用処理額
(6）その他 (注)2
(7）退職給付費用 (1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)
(8）退職給付制度終了に伴う損益
(9)　計 (7)＋(8)
(注) 1.海外連結子会社は、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）を採用しています。ＩＦＲＳ第1号適用以降に発生した数理計算上の
       差異については遅延認識しており、未認識数理計算上の差異の費用処理にあたっては回廊アプローチを適用しています。
     2.確定拠出年金への掛金支払額であります。

3）退職給付債務の計算の基礎に関する事項

    割引率
　     期末時点の利回りに基づき、平成23年度末の5.0％から平成24年度末は4.4％に変更しております。
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⑤１株当たり情報

（単位：円）

 １株当たり純資産額

 １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

(注)1.平成24年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株

　　　当たり当期純損失のため記載しておりません。

(注)2.１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

　　　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）

  普通株主に帰属しない金額（百万円）

  普通株式の期中平均株式数（千株）

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

  当期純利益調整額（百万円）

 （うち社債費用等(税額相当額控除後）（百万円））

  普通株式増加数（千株）

 （うち新株予約権（千株））

   3.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）

（うち新株予約権（百万円））

 普通株式に係る期末の純資産額（百万円）

⑥重要な後発事象

該当事項はありません。

５．その他

（１）役員の異動

　役員の異動については、平成25年3月28日に公表した「代表取締役の異動および取締役・監査役人事
について」を参照して下さい。
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 １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

  普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
　（百万円）

 （うち子会社及び関連会社の発行する潜在株式による
　調整額（百万円））
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